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｢諸障害をもつ人々の諸権利に関する条約｣ (Convention on the Rights
of Persons with Disabilities 外務省公定訳文案では ｢障害者の権利に関す
る条約｣) 第27条 (労働及び雇用) 第１項は ｢締約国は, 障害者が他の者
との平等を基礎として労働についての権利を有することを認める｡ この権

















本稿で取り上げるのは, 障害者雇用枠で採用されたＮ県職員 (Ｘ｡ 以下
Ｘという｡) が, 身体能力が落ちたという理由で研修を命じられ, その後
自主退職を助言されたが, それに従わなかった後, 降任処分されたのを不








Ｙより答弁書, Ｘより反論書, Ｙより再答弁書, Ｘより再反論書, Ｙより
再々答弁書, Ｘより再々反論書が提出された｡ 準備手続きは2011年５月23
日 (１時間10分), ８月11日 (１時間), 10月19日 (45分) および2012年８
月１日 (１時間15分), ４人に対する口頭審理 (証人尋問) は2011年12月





















Ｘは, 1951年に出生し, 出生時に脳に障害をうけた｡ 身体障害者手帳記
載の処分当時の障害名は ｢リットル氏病による両下肢の機能障害 (2) 先
天性難聴による両耳 60dB以上損失 (6)｣ であるけれども, 下肢機能だけ








親はしなかった｡ Ｘの積極性はそこから生まれたと思われる｡ しかし, 障
害者を外にだす際に, 家族への偏見や蔑視があったことも事実である｡
小学校は ｢就学猶予｣ という名前による義務教育からの制度的排除が１
年間行われた｡ そのため, 他の生徒より１年遅れて入学した｡ 東京板橋の
｢整肢療護園｣ に親から離れて入所しながら ｢東京教育大学教育学部附属


















述を見ると, 本件関係者は, この学生とほぼ同年代であり, 似たような感
覚があるのではないかと思われる｡













ハビリテーションセンター (現 ｢総合リハビリテーションセンター｣｡ 以
下 ｢センター｣ という｡) 庶務部業務課に配属され, 診療報酬請求事務,
具体的には現金取扱, 窓口徴収事務, レセプト入力事務, 薬価基準表入力,






































の ｢観察・指導の内容｣ 欄には ｢新聞の切り抜き記事を選定, 示して コ












次に, 平成20年５月分から平成21年４月分の ｢研修効果, 勤務状況チェッ
クシート
(３)









致で83.3％である｡ ２の ｢『仕事への取り組み姿勢, 規律厳守, 勤勉さ,
協調性』 の改善状況｣ については, ｢無断で席を離れることが多い｡｣ の文
の一致
(５)
が12分の12で100％である｡ ３の ｢『仕事の速度, 確実性』 の改善状
況｣, ４の ｢『仕事に対する積極性, 責任感』 の改善状況｣, ５の ｢『業務に




























び ｢勤務状況, 改善の記録｣ 欄の記載が完全に一致する｡ 平成20年９月分
チェックシート
(12)




が一瞬にしてできあがる｡ しかも, チェック欄の評価数値の並びは ｢規
律厳重｣ が２, ｢勤勉さ｣ が２, ｢仕事の速度｣ が１, ｢仕事の確実性｣ が
１, ｢協調性｣ が２, ｢積極性｣ が１, ｢責任感｣ が２, ｢理解力｣ が１,



















この評価に関わる, 後に証人となる YS前課長 [当時のＸの直近上司であ
る管理部総務課長｡ 筆者注] の在勤について質問したところ, Ｙ指定




























公共の利益のために勤務し, 且つ, 職務の遂行に当つては, 全力を挙げて
これに専念しなければならない｡｣ に違反していると言わざるをえない｡
上述したように, このチェックシートには KH所長の氏名がのっている｡
しかし, その確認日付けはどこにもない｡ KHは医師であるけれども, 専




































































ない反論として ｢先に述べたとおり｣ としており, チェックシートもコピ
ペではないと述べている｡ 再々答弁書では, 明らかに ｢コピペを多用する
のに相当の理由があった｣ と述べている｡ コピペは明らかに別の文書があっ
て, それをコピーアンドペーストして別のもう一つの文書を作ることを言






述べると, 今度は, それは消去したとＹ指定代理人は述べた｡ 消去したな
ら, 復元ソフトで復元できるとＢがさらに述べると, 今度は上書きしたか
ら何も残っていないとＹ代理人は述べた｡ Ｘの身分に関わる重要文書が,































条約｣) 第27条 (労働及び雇用) 第１項（i）号 ｢職場において合理的配慮
が障害者に提供されることを確保すること｡｣ に明らかに反している｡ 本
条約が未批准であるとしても, 平成23年８月５日法律第90号により改正さ
れた障害者基本法は, 第４条 (差別の禁止) は第１項で ｢何人も, 障害者
に対して, 障害を理由として, 差別することその他の権利利益を侵害する













しかし, ＹとＸの間には, 圧倒的な情報量とその質に相違がある｡ しかも,
Ｘの難聴, 発語障害のゆえにその差は非障害者に比べて大きくなる｡ Ｙの
書いた各記録を見ると, 障害者を敵視するかのような表現がしばしば見ら
















とめ, 合理的配慮を欠けば, 障害者の雇用される余地はないに等しい｡ 労












をまずあげた｡ 両判決における被処分者は, Ｘと違い障害者ではない｡ ま
た, 被処分者の行った業務阻害行為は被処分者が自らの意思で行ったもの

















も, 法律上規定されていない｡ これに対し, Ｘは, 同法にいう障害者雇用
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ある｡ チェックシートでは, ５が ｢実行して (できて) いる｣, ４が ｢実
行して (できて) いないことが度々ある｣, ３が ｢実行して (できて) い
ないことが多い｣, ２が ｢実行して (できて) いないことが非常に多い｣,








ている｡ チェックシートにある ｢規律厳重｣ の例としては, 離席について,








ことになる｡ TI証言では, 週に３日間あれば50％というが, 労働日は週
５日なのになぜ50％といえるのであろうか｡ さらに TI証人は ｢席を外す
ことなく, １日で, 基本的に休憩時間とか食事の時間を除いてですけれど
も, 基本的に職務をずっとしているといった状態が100％とするならば,









証人は, Ｂが ｢％｣ の数値の具体的根拠を聞いた尋問に対しては ｢目安と
して, その75とか, 70とか80だというのは, あまり, それは厳密な意味が
あるわけではなくて
(32)

























評価項目の１～５点の根拠が TI証人と YS証人で違っている｡ YS証人
は ｢評価項目のうち 『仕事の速度』, 『仕事の確実性』, 『積極性』 等につい
ては, 最下位である１の評価をつけざるを得ず, ほとんど足りていないが
『１』 とも判断できない項目 (『規律厳重』 『勤勉さ』 『協調性』 等) につい
ては, ２との評価をつけたところです
(36)
｡｣ と記している｡ さらに YS証人
は, ｢25％がシビアに25％というよりは, 20％から30％くらいの感覚で,












YS, KHおよび KN証人のいずれも評価の研修を受けていない｡ Ｘの評
価を具体的に行ったのは YS証人だけであることが４証人の証言より明ら
かになった｡ 指導および具体的に評価した YS証人がどのような訓練を受
けたかというと, Ｂが ｢例えば, ロールプレイングのようなことはやって





いる｡ これで評価の客観性が保てるであろうか｡ YS証言によれば, 評価
方法について何らの訓練も受けていないこと, １月に一度, 一ヶ月をふり
































KH証言によれば, ｢平成18年度 職員への支援・指導プログラム｣ に




















YS証人は, Ｘの障害原因を誤解していたと推認される｡ YS証人は ｢脳




































欲も能力もなく, 障害名さえ取り違え, あまつさえ, 専門家であるはずの















上記当事者間の平成21年 (不) 第３号事案につき, 貴委員会より本人尋
問方法につき御下問がありました｡ 以下の諸点をご考慮いただき尋問が可






※ ※ ※ ※ ※ ※ ※ ※ ※ ※ ※ ※ ※ ※
Ｘは重複重度身体障害者であり, その障害の一つは難聴です｡ しかし,
聞こえないわけではありません｡ 日常会話では耳元で大声を発し, 補聴器












ることができる｡｣ とあります｡ 本規定は, 耳は聞こえないが書記能力に
問題ない者にあてはまり, Ｘには適用が難しいと考えます｡ 文字で回答す
る場合に, Ｘが今まで生きてきた習性 (冒頭陳述書８頁下から１行目にあ
るように ｢障害者は 『すみません』 と 『ありがとう』 をしじゅう言ってい



















Ｙ代理人は ｢先ほどの KH証人の証言にもあったように, 本当は３カ月に
一度実施しなければならない面談を実施しなかったのは, そういうコミュ
ニケーションの問題があって, 難しくてできなかったのだということはご
理解いただきたいと思います｡｣ と述べておられます｡ 証人尋問調書 (第
３回口頭審理) ５頁上から17行目でＹ代理人は ｢所属長は４カ月に一度面
談し, 職員レポートに記載することになっていますが, 面談されましたか｡｣











とも ｢70dB以上｣ とあり, その前の, 交換されたため今はない身体障害
者手帳 (資料コピーをご参照下さい｡) にある ｢60dB以上｣ よりＸの難聴
は重度化しております｡ 本人尋問の際に現在の本人の聴力およびそれに起
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※ ※ ※ ※ ※ ※ ※ ※ ※ ※ ※ ※ ※ ※
それが障害者に対してだけでなく非障害者の職員に対しても行われうる可






























(26) 広島高判昭 (昭和43年６月４日) 『別冊労働法律旬報』 684号５頁 (甲
第４号証), 最二小判 (昭和48年９月14日) 『判例タイムズ』 301号173頁
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(甲第５号証)｡
(27) 福岡高判 (平成4年11月24日) 『季刊 地方公務員研究』 32号31頁 (甲
第６号証)｡
(28) 『判例タイムズ』 1045号148頁 (乙第21号証)｡
(29) 証人尋問調書 (第１回口頭審理) ５頁参照｡
(30) 証人尋問調書 (第１回口頭審理) ９頁参照｡
(31) 証人尋問調書 (第１回口頭審理) ９･10頁参照｡
(32) 証人尋問調書 (第１回口頭審理) 10頁参照｡
(33) 証人尋問調書 (第１回口頭審理) 14頁参照｡
(34) 証人尋問調書 (第１回口頭審理) 12頁参照｡
(35) 証人尋問調書 (第１回口頭審理) 12頁参照｡
(36) YS証人陳述書８頁参照｡
(37) 証人尋問調書 (第２回口頭審理, YS証人分) 17頁参照｡
(38) 証人尋問調書 (第２回口頭審理, YS証人分) 17頁参照｡
(39) 証人尋問調書 (第３回口頭審理) 5頁参照｡
(40) 証人尋問調書 (第３回口頭審理) 13頁参照｡
(41) 証人尋問調書 (第３回口頭審理) １頁参照｡
(42) 乙第３号証の１ 第６項参照｡
(43) 証人尋問調書 (第３回口頭審理) ８頁参照｡
(44) 証人尋問調書 (第２回口頭審理, YS証人分) 19頁参照｡
(45) 証人尋問調書 (第２回口頭審理) 10頁参照｡
(46) 証人尋問調書 (第２回口頭審理, YS証人分) 13頁参照｡
(47) KN証人陳述書２･３頁参照｡
(48) KN証人陳述書２頁参照｡
(49) 証人尋問調書 (第２回口頭審理, KN証人分) １･２頁参照｡
(50) 2012年10月19日Ｎ県人事委員会からの相談参照｡
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